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ハローワーク秋田の 

各種情報はこちら↓ 

 

月刊ハローワーク通信 
ハローワーク秋田のイベント･情報などを紹介する広報紙です 

≪2025.4 月号≫ 

                                                     発行：〒010-0065 秋田市茨島 1-12-16 

                         ハローワーク秋田（電話 018-864-4111）                             

     当所へ電話でお問い合わせの際は、部門コード（問い合わせ先右端の【】内） 

を押してください。 

。 

 

 

 

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する事業については一般の事業の率が適用されます。 

（枠内の下段は令和５年４月～令和７年３月の雇用保険料率） 

＜令和７年度の雇用保険料率＞ 

◆ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの雇用保険料率は以下のとおりです（令和６年度の料率から 1/1,000

ポイント引き下げとなります。）。 

・失業等給付等の保険料率は、労働者負担・事業主負担ともに引き続き 5.5/1,000 です。（農林水産・清酒製造の 

事業及び建設の事業は 6.5/1,000です。）。 

・雇用保険二事業の保険料率（事業主のみ負担）は、引き続き 3.5/1,000です（建設の事業は 4.5/1,000です。）。 

令和７年度の雇用保険料率について 
～令和６年度の料率から、１/１,０００ポイント引き下げ～ 

お問い合わせ先 ハローワーク秋田 雇用保険適用課 【２１＃】 
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令和 ７年 ４月 １日 から  

高年齢雇用継続給付の支給率が  

１５％から１０％に変更 となります  

高年齢雇用継続給付を申請予定の事業主の皆さまへ 
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秋田労働局ではこのたび、令和６年１０月末現在の外国人雇用についての届出状況を取りまとめましたので

公表します。 

ハローワーク 

インターネットサービス 

（高年齢雇用継続給付の 
内容及び支給申請手続き） 

 

 

 

 

 

 

各月に支払われた 

賃金の低下率 
支 給 率 

各月に支払われた 

賃金の低下率 
支 給 率 

７５．００％以上 ０．００％ ６９．５０％ ４．６０％ 

７４．５０％ ０．３９％ ６９．００％ ５．０６％ 

７４．００％ ０．７９％ ６８．５０％ ５．５２％ 

７３．５０％ １．１９％ ６８．００％ ５．９９％ 

７３．００％ １．５９％ ６７．５０％ ６．４６％ 

７２．５０％ ２．０１％ ６７．００％ ６．９５％ 

７２．００％ ２．４２％ ６６．５０％ ７．４４％ 

７１．５０％ ２．８５％ ６６．００％ ７．９３％ 

７１．００％ ３．２８％ ６５．５０％ ８．４４％ 

７０．５０％ ３．７１％ ６５．００％ ８．９５％ 

７０．００％ ４．１６％ ６４．５０％ ９．４７％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６４．００％以下 １０．００％ 

～秋田県内における外国人労働者数は 3,536 人、過去最高を更新～ 

・外国人を雇用している事業所数：729事業所（前年比で65事業所、9.8％増加） 

・外国人労働者数：3,536人（前年比で375人、11.9％増加） 

・国籍別状況：ベトナム958人（27.1％）、フィリピン752人（21.3％）、中国444人（12.6％） 

 

 

外国人雇用状況の届出制度は、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律」に基づき、外国人労働者の雇用管理の改善や再就職支援などを目的として、すべての事業主に、外国人の雇入

れと離職時に届出が義務付けられています。 

令和６年「外国人雇用状況」の届出状況のまとめ 

お問い合わせ先 秋田労働局 職業対策課 TEL ０１８－８８３－０００６ 

集計結果の詳細は 

こちらから 

支給率早見表（令和７年４月１日以降） 
 

６０歳到達等時点の賃金月額（６０歳に到達等する前６か月間の平均賃金）と比較した各月

に支払われた賃金額の低下率に応じた支給率を、各月に支払われた賃金額に乗ずることによ

り支給率が分かります。 

申請手続きについて 
 

具体的な支給申請手続については、パンフレット

「高年齢雇用継続給付の内容及び支給申請手続につ

いて」をご覧ください。 

ハローワーク秋田 雇用保険適用課 【２１＃】 お問い合わせ先 

外国人 

雇用状況 



月刊ハローワーク通信（2014年 6月創刊：第 129号）  2025.4.1発行 

採用基準とするつもりがなくてたずねた内容であっても、回答を受け、いったん適性と能力に関係のない事項を把握

してしまった結果、採否決定に影響を与える可能性も出てきます。 

エントリーシートや面接の質問内容には十分な配慮が必要です。

質問事項を事前に調整するなど、面接担当者間で不適切な質問に対する認識を共有しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ハローワーク秋田 雇用の動き（令和７年２月）

02年度 03年度 04年度 05年度 06.2 06.3 06.4 06.5 06.6 06.7 06.8 06.9 06.10 06.11 06.12 07.1 07.2

有効求人数 8,822 9,080 8,395 8,169 8,567 8,707 8,214 7,948 7,768 7,719 7,603 7,720 7,889 7,853 7,585 7,790 8,245

有効求職者数 6,480 6,217 5,982 5,887 6,069 6,342 6,283 6,385 6,200 5,912 5,647 5,626 5,699 5,377 5,341 5,418 5,889

求人倍率（秋田所） 1.36 1.46 1.40 1.39 1.41 1.37 1.31 1.24 1.25 1.31 1.35 1.37 1.38 1.46 1.42 1.44 1.40

求人倍率（秋田県） 1.28 1.49 1.49 1.32 1.27 1.29 1.30 1.28 1.26 1.26 1.25 1.26 1.25 1.25 1.24 1.24 1.23
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■有効求人倍率（全数）の推移

秋田所（原数値）

秋田県（季節調整値）

あなたの会社は大丈夫？人権に配慮した公正な採用選考を！ 
 

《就職差別につながるおそれがある 事項》 

お問い合わせ先 ハローワーク秋田 求人部門 【３１＃】 

① 本籍・出生地 

② 家族（職業・続柄・健康・病歴・地位等） 

③ 住宅状況（間取り・部屋数・住宅の種類等） 

④ 生活環境・家庭環境など 

⑤ 宗教 

⑥ 支持政党 

⑦ 人生観・生活信条など 

⑧ 尊敬する人物 

 

⑨ 思想 

⑩ 労働組合（加入状況や活動歴など）、学生運動などの社会運動 

⑪ 購読新聞・雑誌・愛読書など 

⑫ 身元調査などの実施 

⑬ 本人の適性・能力に関係ない事項を含んだ応募書類の使用 

⑭ 合理的・客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断 

の実施 

【主な産業の新規求人数】 

【新規求職者の態様別状況（常用）】 

増減率
(%)

増減数
(人)

D建設業 239 ▲ 22.1 ▲ 68

Ｅ製造業 151 ▲ 12.7 ▲ 22

G情報通信業 29 ▲ 29.3 ▲ 12

Ｈ運輸業,郵便業 137 67.1 55

 Ｉ 卸売業,小売業 457 ▲ 14.1 ▲ 75

J金融業,保険業 45 50.0 15

Ｍ宿泊業,飲食サービス業 172 ▲ 28.6 ▲ 69

Ｐ医療,福祉 664 18.1 102

Ｒサービス業（他に分類されないもの） 518 5.9 29

S・T　公務、その他 331 ▲ 14.5 ▲ 56

全産業合計 3007 ▲ 6.1 ▲ 195

主な産業 求人数
前年同月比

項目
区分 態様別計 うち事業

主都合

うち自己

都合

うち自営,

その他

1,412 656 610 159 417 10 146

増減率
（％）

▲ 10.3 ▲ 13.6 ▲ 10.7 ▲ 7.0 ▲ 10.5 ▲ 47.4 9.8

増減数
（人）

▲ 163 ▲ 103 ▲ 73 ▲ 12 ▲ 49 ▲ 9 13

前年同
月比

在職者 離職者 無業者

新規求職者数（常用）


